












































































































































































































































4）平成 23 年の自殺者の約 7 割が男性である（男性 68.4％、女性 31.6％）。原因・動機は女性と比べ「経済・生活問題」「勤務問題」の割合






































































 図1- 9 　6歳未満児のいる夫の家事・育児時間　国際比較





















































































































































































































































































































































































































































































































注　  1 OECD「Growing Unequal? INCOME DISTRIBUTION AND POVERTY」
　  　2 相対的貧困率の低い順で並べている



























































































注　  1 資料：総務省「国勢調査」
　　  2 「ひとり暮らし」とは、上記の調査・推計における「単独世帯」のことをさす。
　　  3 棒グラフ上の（　）内は65歳以上のひとり暮らし高齢者の男女計
　　  4 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。






























注　  1 総務省「国勢調査」（2010年）
　　  2 1960～ 1970年は沖縄県を含まない。


























































































注　  1 総務省「労働力調査（詳細集計）」より作成。
　　  2 非正規雇用比率＝（非正規の職員・従業員）／（正規の職員・従業員＋非正規の職員・従業員）×100。
　　  3 平成13年以前は「労働力調査特別調査」の各年２月の数値，平成14年以降は「労働力調査（詳細集計）」の各年平均の数値により作成。
　　 　 「労働力調査特別調査」と「労働力調査詳細集計」とでは，調査方法，調査月等が相違することから，時系列比較には注意を要する。
　　  4 平成23年の［ ］内の割合は，岩手県，宮城県及び福島県を除く全国の結果。
出所  内閣府 『平成24年版 男女共同参画白書』より作成
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳
15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳



















41.2 41.4 41.4 [41.0]
36.7 37.8
40.2 40.741.5 42.4





54.9 54.555.4 54.6 55.0 53.7
[54.9]
53.9
43.2 44.8 46.0 47.0 47.4






57.5 57.6 57.7 [58.0]





























5.3 4.3 3.6 3.1






3.3 2.9 2.7 2.8 2.7 2.4 2.9 2.8 2.8 2.7 3.8 3.3
5.6 5.7 6.7 6.9
7.4 7.6 8.2 7.5 8.1
3.8 3.2 2.8 3.1
3.7 3.0 2.9 4.2
5.1 5.1 6.2 5.7
7.1 9.4

































































































注　  1 昭和55年から平成13年は総務省「労働力調査特別調査」（各年2月。ただし、昭和55年から57年は各年3月）、14年以降は「労働力調査（詳細集計）」
　　　  （年平均）より作成。
　　  2 「男女雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。
　　  3 「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。
　　  4 平成22年および平成23年の（　）内の実数は、岩手県、宮城県および福島県を除く全国の結果。　　











































































注　  1 総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成22年平均）より作成
　　  2 年齢階級別潜在的労働力率=（労働力人口（年齢階級別）＋非労働人口のうち就業希望者（年齢階級別）／人口（年齢階級別））












〔 男 性 〕
（1,432人）
（ 1 4 0 人）
（ 2 0 5 人）
（ 2 3 4 人）
（ 2 3 1 人）
（ 2 9 9 人）
（ 3 2 3 人）
該 当 者 数
2 0 ～ 2 9 歳
3 0 ～ 3 9 歳
4 0 ～ 4 9 歳
5 0 ～ 5 9 歳
6 0 ～ 6 9 歳
7 0 歳 以 上
〔 女 性 〕
（1,601人）
（ 1 2 6 人）
（ 2 2 6 人）
（ 2 6 6 人）
（ 2 9 2 人）
（ 3 1 0 人）
（ 3 8 1 人）
該 当 者 数
2 0 ～ 2 9 歳
3 0 ～ 3 9 歳
4 0 ～ 4 9 歳
5 0 ～ 5 9 歳
6 0 ～ 6 9 歳
7 0 歳 以 上








今   回   調   査
平成21年10月調査
平成 1 9年 8月調査
平成16年11月調査
平成 1 4年 7月調査
平 成 9 年 9 月 調 査












10.6 30.7 31.3 23.8
12.9 38.7 27.9 17.2
13.8 31.0 28.7 23.4
14.8 32.1 27.0 20.06.1
23.0 37.1 24.0 10.05.9
20.6 37.2 24.0 13.84.4
12.7 32.5 27.4 21.5
出所  内閣府 「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成24年10月）より作成
性、年齢階級別
推移（男女計）
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）
2.812.4 36.0 30.4 18.4
19.036.50.838.15.6
6.6 35.0 2.2 35.4 20.8
16.27.1 33.8 3.0 39.8
27.76.2 34.2 3.4 28.4
17.711.9 40.3 3.2 26.8
11.823.12.935.227.0
13.3 41.8 3.8 25.2 15.8
9.3 46.4 13.625.05.7
10.7 41.5 24.93.4 19.5
10.3 40.6 17.927.43.8
8.7 38.5 3.5 32.0 17.3
12.7 43.1 16.424.43.3































0 1 2 3 4（時間）
家事関連時間全体
うち育児の時間
注　  1 Eurostat “How Europeans Spend Their Time Everyday Life of Women and Men”（2004）. Bureau of Labor
　　  2 Statistics of U.S.“America Time-Use Survey Summary”（2006） およびび総務省「社会生活基本調査」（平成18年）より作成。











注　  上段の網掛け数字は各国の上位5 項目の順番
出所  内閣府 「少子化社会に関する国際意識調査」（平成23年3月）
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平成2～6 7～11 12～16 17～21
（子どもの出生年）
注　  1 国立社会保障・人口問題研究所「第１4回出生動向基本調査（夫婦調査）」（2011年）
　　  2 第1子が1歳以上15歳未満の子を持つ初婚どうし夫婦について集計























































出所  内閣府男女共同参画局 『男女共同参画社会の実現を目指して』（平成23年3月）
注　  1 育児休業取得率=
　　  2 平成22年度および23年度の（　）内の比率は岩手県、宮崎県および福島県を除く全国の結果








































（％）0 20 40 60 80 100















9.5 22.5 24.7 19.7




















































































1.3 33.616.3 10.8 29.7
2.4



































































































































単 身 世 帯
夫 婦 世 帯
その他の世帯
単 身 世 帯






















































あてはまる まああてはまる あまりあてはまらない あてはまらない 無回答
































































































あてはまる まああてはまる あまりあてはまらない あてはまらない 無回答
























































































38.0 45.4 11.3 2.1 3.3
41.831.4 19.1 2.65.2 




















































































7.4 7.2 6.7 6.9 6.8 7.3 7.2
8.6
5.9












勤務問題 男女問題 学校問題 その他

















































785426 1,078 599 182 158
602 1,254 1,292 621126 164
490 1,720 1,237 161 215






出所   内閣府『平成24年版 自殺対策白書』より作成
560
183












































































































20.5 54.0 17.1 2.6 5.4




















































政治 行政 司法 雇用
農林
水産






? ? ??????? ?? ???
( ?? ??
) ?


























注　   1 原則として平成24年のデ ター。 ただし、＊は平成23年のデ ター、＊＊は平成22年のデ ター。
　　   2 ★印は，第3次男女共同参画基本計画において当該項目又はまとめた項目が成果目標として掲げられているもの。
　　   3 「自治会長」については、東日本大震災の影響により調査を行うことができなかった福島県川内村、葛尾村、飯舘村は含まれていない。



















アイスランド 1 0.8640 27 1 98 1
フィンランド 2 0.8451 14 1 1 2
ノルウェー 3 0.8403 4 1 94 3
スウェーデン 4 0.8159 10 39 73 4
アイルランド 5 0.7839 29 30 69 6
ニュージーランド 6 0.7805 15 1 94 9
デンマーク 7 0.7777 16 1 67 11
フィリピン 8 0.7757 17 1 1 14
ニカラグア 9 0.7697 88 23 58 5
スイス 10 0.7672 28 71 68 13
オランダ 11 0.7659 24 1 94 16
ベルギー 12 0.7652 36 67 50 10
ドイツ 13 0.7629 31 83 52 15
レソト 14 0.7608 6 1 1 33
ラトビア 15 0.7572 20 1 1 26
南アフリカ 16 0.7496 69 87 103 7
ルクセンブルク 17 0.7439 7 43 85 39
イギリス 18 0.7433 33 27 93 29
キューバ 19 0.7417 64 24 66 19
オーストリア 20 0.7391 70 49 50 18
カナダ 21 0.7381 12 70 52 38
アメリカ合衆国 22 0.7373 8 1 33 55
モザンビーク 23 0.7350 9 123 111 12
ブルンジ 24 0.7338 3 117 100 30
オーストラリア 25 0.7294 22 1 73 42
スペイン 26 0.7266 75 38 34 27
バルバドス 27 0.7232 11 1 1 79
ウガンダ 28 0.7228 37 112 1 28
コスタリカ 29 0.7225 99 1 65 21
ボリビア 30 0.7222 79 98 84 20
カザフスタン 31 0.7213 19 66 1 61
アルゼンチン 32 0.7212 92 41 1 24
エクアドル 33 0.7206 97 54 58 23
リトアニア 34 0.7191 25 45 34 60
カーボベルデ 35 0.7180 84 97 1 25
マラウイ 36 0.7166 5 111 102 53
バハマ 37 0.7156 2 1 1 122
スロベニア 38 0.7132 41 33 78 50
スリランカ 39 0.7122 105 48 1 22
パナマ 40 0.7122 48 62 64 44
ナミビア 41 0.7121 43 31 106 49
ガイアナ 42 0.7119 94 28 47 32
トリニダ ドー・
トバゴ 43 0.7116 47 53 128 36
モンゴル 44 0.7111 1 50 1 127
モルドバ 45 0.7101 21 42 34 85
タンザニア 46 0.7091 60 105 111 31
ポルトガル 47 0.7071 55 57 83 43
ベネズエラ 48 0.7060 83 29 1 35
クロアチア 49 0.7053 61 46 34 47
セルビア 50 0.7037 67 61 91 40












ブルガリア 52 0.7021 50 64 34 67
ポーランド 53 0.7015 72 34 34 46
キルギス共和国 54 0.7013 46 74 78 68
シンガポール 55 0.6989 13 104 85 89
イスラエル 56 0.6989 53 80 94 54
フランス 57 0.6984 62 1 1 63
マダガスカル 58 0.6982 51 93 77 56
ロシア 59 0.6980 39 35 34 90
エストニア 60 0.6977 40 58 34 87
マケドニア 61 0.6968 65 75 126 45
ブラジル 62 0.6909 73 1 1 72
コロンビア 63 0.6901 86 51 34 51
ウクライナ 64 0.6894 34 22 34 119
タイ 65 0.6893 49 78 1 93
ベトナム 66 0.6867 44 95 130 78
ルーマニア 67 0.6859 54 52 34 97
東ティモール 68 0.6855 90 109 47 34
中国 69 0.6853 58 85 132 58
スロバキア共和国 70 0.6824 82 1 1 80
ガーナ 71 0.6778 26 113 105 100
ケニア 72 0.6768 35 106 103 103
チェコ共和国 73 0.6767 95 1 49 76
ホンジュラス 74 0.6763 96 21 55 75
ブルネイ・
ダルサーレム 75 0.6750 30 56 109 133
ウルグアイ 76 0.6745 66 40 1 116
ボツワナ 77 0.6744 45 1 125 124
ペルー 78 0.6742 91 88 109 65
キプロス 79 0.6732 87 90 92 74
イタリア 80 0.6729 101 65 76 71
ハンガリー 81 0.6718 68 68 34 117
ギリシャ 82 0.6716 80 55 69 99
パラグアイ 83 0.6714 71 44 58 115
メキシコ 84 0.6712 113 69 1 48
グルジア 85 0.6691 57 89 129 109
バングラディッシュ 86 0.6684 121 118 123 8
チリ 87 0.6676 110 32 1 64
マルタ 88 0.6666 109 59 69 59
ドミニカ共和国 89 0.6659 93 94 89 84
セネガル 90 0.6657 59 122 75 41
アルバニア 91 0.6655 63 76 133 105
アルメニア 92 0.6636 76 25 130 114
ガンビア 93 0.6630 18 127 1 70
エルサルバドル 94 0.6630 112 77 1 66
モルディブ 95 0.6616 100 26 111 96
タジキスタン 96 0.6608 42 114 122 95
インドネシア 97 0.6591 104 92 107 73
モーリシャス 98 0.6547 108 73 1 88
アゼルバイジャン 99 0.6546 74 84 135 113
マレーシア 100 0.6539 98 72 78 120
日本 101 0.6530 102 81 34 110
採用した国数 135
表1-3　世界ジェンダー格差指数（GGGI：Global Gender Gap Index）国別順位2012
　世界経済フォーラムが、世界各国の男女平等の度合について経済、教育、健康、政治の4つの分野を総合して指数化
した「世界ジェンダー格差指数（GGGI：Global Gender Gap Index）」の日本の順位は、2012（平成24）年には135カ
国のうち101位でした。前年は98位で、3つ順位が下がりました。日本の男女共同参画の推進は、国際的にみて、特に
政治・経済の分野においてかなり遅れていることがわかります。
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1998 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2011
男性への男女共同参画意識の浸透（A） 6 62 147 262 289 298 349 286 290 331 338 379 68.5% A/D
男性の生活自立（B） 3 41 85 151 176 204 258 254 262 309 351 367 66.4% B/D
内、意識浸透も含む（C） 1 26 47 100 103 126 136 119 149 149 162 193 52.6% C/B



























































1 講座の企画内容の工夫（テーマ、曜日・時間、進め方等） 18 26.5%
2 広報の工夫 16 23.5%
3 集客、参加者の確保 14 20.6%
4 男女共同参画の視点の浸透 12 17.6%
5 比較的若い世代（子育て中の父親、働き盛りの男性等）の集客、参加者の確保 11 16.2%
6 男性のニーズの把握 7 10.3%
7 男性グループの形成支援 5 7.4%
8 地域人材の発掘（活動する男性、県内の適任の男性講師） 3 4.4%
9 無関心層への広がり 2 2.9%




































































































































































































































































































































































































　　2012年3月 1日（木）18：30 〜 20：30　静岡市ふじのくにNPOセンター


















































































































































































































































（4）ふりかえり（アンケート記入） 15：40 〜 15：50




























（1）開会    あいさつ・オリエンテーション
　　あいさつ　山根 徹夫　国立女性教育会館　理事
10：00 〜 10：20



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































平成22年度　データから読み解く！ WLB活用術 ……………………… 参加者107名（女性47名・男性60名）


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































10：30 ～ 11：00 ワークショップ①
11：00 ～ 11：45 えほんライブ①
11：45 ～ 13：00 （休憩・昼食）
13：00 ～ 13：30 ワークショップ②
13：45 ～ 14：15 ワークショップ③





































































































■開　　催　　全2回 ①平成23年5月15日（日）10：00 ～ 16：00
















11：20 〜 12：30 調理実習　（使用備品：食材、調味料、調理器具など）
12：30 〜 13：00 昼食




14：00 〜 14：30 講義：安全編
14：30 〜 14：40 休憩
14：40 〜 15：10 安全編〔救命救急法〕（使用備品：ベビー人形）
15：10 〜 15：50 講義：ふれあい編






13：30 〜 13：40 開会　司会、スケジュール説明、所長挨拶
13：40 〜 15：20 ワーク「ライフプラン作成」
15：20 〜 15：40 認定式



















































































































チラシ31名、ドーンセンター HP 6名、財団HP 8名、ドーンセンターメルマガ1名、大阪府メルマガ0名、
新聞13名（五大紙7、日刊ゲンダイ1）、その他4名、無回答0名








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































10：00 〜 11：00 基礎編 ソフリエの役割とソフリエルール、子育ての昔と今、子どもの成長と発達など
11：00 〜 12：00 日常編Ⅰ
栄養（生活サイクル）、ミルク、離乳食、幼児食、抱っこ、寝かしつけ、乳歯の手入れ、
排泄など
12：00 〜 13：00 調理実習 参加者の昼食と一緒に、離乳食を作る
13：00 〜 14：00 日常編Ⅱ オムツの当て方、着替え、沐浴、身体の手入れ（鼻、耳、目、つめなど）など
14：00 〜 15：00 安全編
あせも、日焼け、虫刺され、応急手当、病気（病院に連れて行く判断基準なども）、予
防接種、事故予防など
15：00 〜 15：45 ふれあい編 遊び、ベビーマッサージなど

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































開発のための教育の 10 年」が平成 17 年から開始されていることを踏まえ、「持続
可能な開発」の実現に必要な教育への取組と国際協力を積極的に推進する。その際、
政府とＮＧＯが密接に連携するとともに、政府においては、関係府省における横断
的な推進体制を整備する。 
 
内閣府、環境省
 
内閣府、環境省
内閣府、環境省
 
環境省 
 
文部科学省、環
境省 
 
外務省、環境省
 
 
 
外務省、文部科
学省、環境省 
 
 
 
 
 
 
平成24年度　「男性の家庭・地域への参画を促進するための調査研究及びプログラム開発」
検討委員会（執筆者）
　犬塚　協太　　静岡県立大学国際関係学部教授（第2章3）
　内田　洋子　　埼玉県男女共同参画推進センター所長（第2章4）
　古久保俊嗣　　NPO法人エガリテ大手前代表（第3章2）
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